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橿原市監査公表第２号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「自治法」という。）第２４２条第１項

の規定に基づき請求のあった「橿原市職員措置請求」（以下「本件監査請求」という。）

について、同条第４項の規定により監査した結果、次のとおり公表します。 

 

   平成２７年４月２７日 

 

橿原市監査委員  北川  洋 

橿原市監査委員  山口 宣恭 

 

橿原市職員措置請求に関する監査結果について 

 

第１ 請求の受付 

 １ 請求人 

    

    

 

 ２ 請求書の提出 

   平成２７年３月４日 

 

 ３ 請求の内容 

   請求人ら提出の住民監査請求書及び陳述書（以下「住民監査請求書等」という。）

によると、主張事実の要旨及び措置請求は、次のとおりである。 

   （以下（１）請求の趣旨から（２）請求の理由までについては、誤字等一部修正

を加えた部分もあるが、その他は住民監査請求書等の原文のまま掲載している。） 

 （１）請求の趣旨 

    橿原市長（以下「市長」という。）は、平成２５年度に支出された政務活動費

のうち別紙一覧表の橿原市議会議員に対し、それぞれ違法・不当金額、合計７０

７，２５９円の返還請求をする等必要な措置を求める。 

 

 （２）請求の理由 



 

 2 

   ア 政務活動費の交付 

     橿原市議会議員（以下「議員」という。）には橿原市議会政務活動費の交付

に関する条例（平成１３年橿原市条例第１号。以下「本条例」という。）第３

条に基づき、平成２５年度分政務活動費として議員一人当たり年額５０万円が

交付された。平成１３年度に自治法が改正され、第１００条第１４項、第１５

項に基づき各地方公共団体の条例で交付することが定められた。しかし、使途

基準など具体的な内容については、法・条例の目的とは矛盾し、議員にとって

都合よく定めたものが多く、不備なものになっている。これまでに数多くの政

務調査費（現在は政務活動費）の返還の監査結果や判決が行われ、その実態が

明らかになり、市民の批判の的となっている。議員の平成２２年度政務調査費

の返還を命じた判決は、平成２５年８月２９日には奈良地裁で、さらに平成２

６年３月１８日には大阪高裁でも出され、議員が返還に応じている。 

     自治法が、議員の調査研究に資するため必要な経費として議員等に政務活動

費を交付することができるものとしているのは、議員に活発な調査研究活動を

促し、議会の審議能力を強化しようとする趣旨に基づくものと解されるから、

政務活動費をどのように活用するかは、本来、各議員の自主的判断に委ねられ

るべきものである。しかし、他方で、自治法が、政務活動費の交付を受けた議

員等に対して収支報告書の提出を義務付けているのは、情報公開を促進する見

地から、その使途の透明性を確保しようとする趣旨と解される。 

     本条例第４条では政務活動費を充てることができる経費の範囲を定め、橿原

市議会政務活動費の交付に関する条例施行規則（平成１３年橿原市規則第９号。

以下「本規則」という。）第７条では政務活動費の交付を受けた議員に対し、

政務活動費に係る会計帳簿の整理や領収書等の支出を明らかにする書類の整理

を義務付け、当該会計帳簿及び書類の保管を義務付けていることに照らすと、

政務活動費が趣旨に従って適正に使用されなければならないことは明らかであ

る。政務活動費が本条例の充当できる適用範囲に合致しない不適正な支出は、

不当利得であるため、橿原市に対し、その相当額を即刻返納すべきである。 

 

   イ ところが、橿原市議会はこれらの時代の要請や市民の批判に耳を貸さず、平

成２２年度・２３年度・２４年度の政務調査費の返還請求に関わる監査結果で

述べられた監査委員の「付記」をも無視し、改善もされず、政務活動費を本来

の政務活動とは異なる不適正な流用をされている。 
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   （ア）研究研修費 

     ａ Ａ議員が「奈良政策研究会」として毎月５，１５７円、年間６１，８８

４円を支出している。平成２５年度の奈良政策研究会の活動履歴によると、

５月２６日、８月２２日、１１月２４日、２月２５日に研修会が行われて

いたが、議員作成の行政視察研修報告書は２月２５日のみであり、他の３

回に関しては具体的な研修内容の報告書もなく不明であり、違法・不当で

ある。 

     ｂ Ａ議員が平成２６年２月２５日に「奈良県政の今後 もっとよくなる奈

良県を目指して」の研修に参加している。この研修は、午後６時から春日

ホテルにて行われた。しかし、この研修について橿原市では今後どのよう

な取り組みをしていくのか等、一般質問もされず議会で結果も出していな

い。よって、この研修は政務活動に資する支出といえず違法・不当である。 

 

   （イ）調査旅費 

      Ｂ議員、Ｃ議員、Ｄ議員、Ａ議員（以下「本件対象の４名の各議員」とい

う。）が平成２５年７月２５日から７月２６日に島根県大田市、出雲市で

「石見銀山の世界遺産登録までの経緯と現在の現状、出雲市観光基本計画」

について視察し、旅費として各３７，８００円を政務活動費として支出して

いる。しかし、報告書や写真では他にＥ議員やＦ議員（以下「同行した一部

の議員」という。）らも同行していたことが窺われるが、この旅費は同行し

た一部の議員は政務活動費から支出されていない。この視察旅行は政務活動

ではなく観光旅行だったと思料される。よって、この視察旅行は政務活動に

資する支出とはいえず違法・不当である｡ 

 

   （ウ）資料作成費 

      Ｄ議員が６月２６日付請求書によるとカラー用紙ブルー・ピンク、コピー

用紙をそれぞれ１箱ずつ購入している。数千枚にものぼる大量のカラー用紙

を使用して何についての資料を作成したのか議会でも示されず不明であり、

政務活動に資する支出といえず違法・不当である｡ 

 

   （エ）資料購入費 
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     ａ Ｇ議員、Ｃ議員、Ｄ議員はゼンリン住宅地図を購入している。橿原市の

地形や道路などが大きく変更されることもないのにこの３名の議員は少な

くとも平成２２年度、２３年度、２４年度にもゼンリン住宅地図を購入し

続けている。政務活動とビラ配りや市民相談などに利用する議員活動に資

する区分けができないとして按分し、２分の１を政務活動に資する支出と

いえず違法・不当である。 

     ｂ Ｈ議員が購入した書籍「プログラミング入門」、Ｉ議員が購入した書籍

「新版 あいさつスピーチ全集」、Ｃ議員が購入した書籍「神話を訪ねて」

は、いずれも市政との関連がなく政務活動に資する支出とはいえず違法・

不当である。 

 

   （オ）広報広聴費 

     ａ Ｊ議員が平成２５年９月１３日付で資料コピー代として１２，０００円

の領収証を添付している。領収証には「シンポジウム前日になって中学校

名を削除した資料の差し替えを行ったため印刷に発注したものとは別に経

費が発生した。」と手書きされている。これは、資料の差し替えによるコ

ピー代であり、このコピー代は議員の不注意での支出で本来発生するもの

ではなく、全額が政務活動に資する支出とはいえず違法・不当である。 

     ｂ Ｊ議員が平成２５年９月１４日付で吊看板の代金として２９，９００円

の領収書を添付している。しかし、この領収書及び請求書には宛名がなく

真正とは言えない領収書は政務活動に資する支出といえず違法・不当な支

出である。また、９月２４日付でチラシ配りの代金として９０，０００円

の領収証が添付されているが、収入印紙が貼付されていない。このように

真正とは言えない領収書を添付するのは相応しくない。 

 

   （カ）事務所費 

     ａ Ｋ議員が事務所費賃借料として毎月５０，０００円、年間６００，００

０円を支出しているが、政務活動と後援会や市民相談などに利用する議員

活動に資する区分けができないとして按分し、２分の１を政務活動に資す

る支出といえず違法・不当である。 

     ｂ Ｌ議員のコピー機リース料・複合機使用料、Ｈ議員のプロバイダー料は

全額を政務活動費で支出しているが、政務活動と議員活動に資する区分け
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ができないとして按分し、２分の１を政務活動に資する支出といえず違

法・不当である。 

     ｃ Ｌ議員のパソコン減価償却費はパソコン購入代金の全額を５年間に分割

して政務活動費として支出しているが、最終的には議員個人の私的財産と

なるべきものである。政務活動と議員活動に資する区分けができないとし

て按分し、２分の１を政務活動に資する支出といえず違法・不当である。 

 

     以上の分類の結果は、別紙一覧表のとおりである。 

     上記（ア）（イ）（ウ）（エ）（オ）（カ）で分類した支出は、政務活動費の目

的外支出であり、別紙一覧表記載の各議員は、別紙一覧表記載の金額を不当利

得として本条例第６条第２項に基づき市長に返還しなければならない。すなわ

ち、別紙一覧表に分類される支出は、政務活動費の交付の趣旨および使途基準

に照らして、橿原市政に関する調査研究に資するための必要な経費と認められ

ない支出であるから政務活動費の適正な支出に該当せず、法律上の原因をかく

不当利得として即刻橿原市に返還させるべきである。 

 

   ウ 不適正な支出使途と橿原市の被った損害 

     別紙一覧表のとおり、平成２５年度に合計７０７，２５９円の不当利得が発

生しているのに市長に返還されないままになっている。市長は、別紙一覧表の

各議員の不当利得について、各議員に対し不当利得返還請求権を行使してその

返還を求めるべき義務があるのに、請求権を怠っている。 

 

   エ よって、請求人らは橿原市監査委員（以下「監査委員」という。）に対し、

不当利得の返還を求めるなど必要な措置を求めて申し立てる。 

 

 ４ 請求の要件審査、受理 

   監査委員は、本件監査請求が自治法第２４２条の所定の要件を具備しているもの

と認め、平成２７年３月２０日にこれを受理した。 

 

第２ 監査の実施 

 １ 監査委員の交代 

   平成２７年３月３１日付けで多田実委員が任期満了により退任し、その後任とし
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て同年４月１日付けで山口宣恭委員が就任した。 

 

 ２ 監査委員の除斥 

   議会選出の奥田英人委員は、自治法第１９９条の２の規定により除斥した。 

 

 ３ 請求人らの証拠の提出及び陳述 

   監査委員は、平成２７年４月１０日、自治法第２４２条第６項の規定に基づき、

請求人らに対し、証拠の提出と陳述の機会を設けた。これに対し、請求人らから陳

述書及び証拠の提出と補足説明がなされた。 

 

 ４ 監査対象事項 

   平成２５年度橿原市議会政務活動費の支出について監査の対象とした。 

 

 ５ 監査対象部局 

   議会事務局 

 

 ６ 関係人調査 

   監査委員は、自治法第１９９条第８項の規定により、平成２７年４月１０日に議

会事務局長、議会事務局副局長及び議事課長補佐に対し、事情聴取を行った。 

 

第３ 監査結果 

   本件監査請求についての監査の結果は、合議により次のように決定した。 

 

   本件監査請求は、これを棄却する。 

 

   以下、その理由について述べる。 

 

 １ 事実の確認 

   監査対象事項について、関係する法令及び例規等との照合、関係書類等の調査、

関係人らからの事情聴取を実施した結果、次の事実を確認した。 

 （１）政務活動費に関する法令等 

   ア 自治法の規定 
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     自治法第１００条第１４項において「普通地方公共団体は、条例の定めると

ころにより、その議会の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費

の一部として、その議会における会派又は議員に対し、政務活動費を交付する

ことができる。この場合において、当該政務活動費の交付の対象、額及び交付

の方法並びに当該政務活動費を充てることができる経費の範囲は、条例で定め

なければならない。」、同条第１５項において「前項の政務活動費の交付を受

けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当該政務活動費に係る収入

及び支出の報告書を議長に提出するものとする。」、同条第１６項において

「議長は、第１４項の政務活動費については、その使途の透明性の確保に努め

るものとする。」と定めている。 

 

   イ 橿原市における条例の規定 

     自治法第１００条第１４項及び第１５条の規定に基づき定めた本条例では、

概ね次のように規定している。 

   （ア）交付対象（第２条） 

      議員の職にある者 

   （イ）交付額及び交付の方法（第３条第１項及び第４項） 

      政務活動費の額は、毎年度、４月１日に在職する議員に対して、年額５

０万円とする。政務活動費は、４月２５日及び１０月２５日に交付する。 

   （ウ）経費の範囲（第４条） 

      政務活動費を充てることができる経費の範囲は、別表に定めるとおりと

する。 

別表（第４条関係） 

経費の項目 充当できる経費の範囲 

研究研修費 議員が研究会若しくは研修会を開催するために必要な経費又は議員が他の

団体の開催する研究会若しくは研修会に参加するために要する経費 

（会場費、講師謝金、出席者負担金・会費、交通費、旅費、宿泊費等） 

調査旅費 議員の行う調査研究活動のために必要な先進地調査又は現地調査に要する

経費 

（交通費、旅費、宿泊費等） 

資料作成費 議員の行う調査研究活動のために必要な資料の作成に要する経費 
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（印刷製本代、翻訳料、事務機器購入代、リース代等） 

資料購入費 議員の行う調査研究活動のために必要な図書、資料等の購入に要する経費 

広報広聴費 議員が住民からの市政又は会派の政策等に対する要望、意見等を徴するた

めの文書の作成、送付等及び会議等に要する経費並びに当該要望、意見等

を受け付けるためのホームページ等の作成及びその維持管理等に要する経

費 

（印刷費、会場費、茶菓子代、ホームページ等作成及びその維持管理費

等） 

人件費 議員の行う調査研究活動を補助する職員を臨時に雇用する経費 

事務所費 議員の行う調査研究活動のために必要な事務所の設置又は管理に要する経

費 

（事務所の賃借料、維持管理費、備品代、事務機器購入代、リース代等） 

 

   （エ）収支報告書の提出（第５条第１項及び第２項） 

      政務活動費の交付を受けた議員は、政務活動費に係る収入及び支出の報

告書（以下「収支報告書」という。）を作成し、橿原市議会議長（以下「議

長」という。）に提出しなければならない。 

      議長は、収支報告書の提出を受けたときは、その写しを市長に送付しな

ければならない。 

   （オ）政務活動費の返還（第６条第１項、第２項及び第３項） 

      政務活動費の交付を受けた議員は、その年度の途中において議員の辞職、

失職、除名若しくは死亡又は議会の解散により議員でなくなった場合におい

て、既に交付を受けた政務活動費の額が第３条第２項の規定により算定した

額を上回る場合は、当該上回る額を返還しなければならない。 

      政務活動費の交付を受けた議員は、その年度において交付を受けた政務活

動費の総額から、第４条の経費の範囲に該当するものとして支出した経費の

総額を控除して残余がある場合は、当該残余の額に相当する額の政務活動費

を返還しなければならない。 

      前記の場合において、市長は、期日を定めて返還を命じることができる。 

 

   ウ 橿原市における規則の規定 
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     本条例第７条の規定に基づき定めた本規則では、概ね次のように規定してい

る。 

   （ア）交付申請（第２条） 

      政務活動費の交付を受けようとする議員は、毎年度、市長に対して、議長

を経由して政務活動費交付申請書を提出しなければならない。 

   （イ）交付決定（第３条） 

      市長は、前条の申請があったときは、速やかに、議員に対して政務活動費

の交付額の決定をし、政務活動費交付決定通知書により通知しなければなら

ない。 

   （ウ）交付請求（第４条） 

      前条の交付の決定を受けた議員は、市長に対して政務活動費交付請求書を

提出するものとする。 

   （エ）収支報告書の提出（第５条第１項及び第２項） 

      政務活動費の交付を受けた議員は、政務活動費の交付を受けた翌年度の４

月３０日までに、条例第５条に規定する収支報告書に領収書等の証拠書類の

写しを添付して、議長に提出しなければならない。 

      政務活動費の交付を受けた議員が、年度の途中において議員の辞職、失職、

除名若しくは死亡又は議会の解散により議員でなくなったときは、前項の規

定にかかわらず、議員でなくなった日から３０日以内に収支報告書を議長に

提出しなければならない。 

   （オ）収支報告書の保存（第６条） 

      議長は、収支報告書を提出期限の日から起算して５年を経過する日まで保

存しなければならない。 

   （カ）会計帳簿等の整理保管（第７条） 

      政務活動費の交付を受けた議員は、政務活動費の支出について会計帳簿を

整理するとともに、領収書等の証拠書類を整理し、これらの書類を収支報告

書の提出期限の日から起算して５年を経過する日まで保管しなければならな

い。 

 

   エ 使途基準についての申し合わせ事項 

     議会は、本条例及び本規則に加えて政務調査費に関する運用指針となる使途

基準を策定するため、平成１８年から議会改革検討会、さらに、平成２４年に
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は議会改革特別委員会で検討を重ね、その結果、平成２４年９月２８日開催の

同特別委員会で、政務調査費の交付を受けた議員が、自らの責任においてその

執行を管理するとともに、政務調査費を充当するすべての経費を整理し、個々

の議員間で発生する可能性のある政務調査費の使途の不統一性を回避し、使途

を統一することにより市民に対する政務調査費の使途に関する説明責任を果た

すため、議員間でその使途基準の詳細等を申し合わせ、「橿原市政務調査費の

使途基準 申し合わせ事項」を取りまとめた。 

     自治法の改正により、「政務調査費」の名称が「政務活動費」に改められた

ことに伴い、申し合わせ事項の名称も「橿原市政務活動費の使途基準 申し合

わせ事項（以下「本件使途基準申し合わせ事項」という。）」に改正されたが、

政務活動費として充当できる経費の範囲等については、従来の範囲から変更し

ていない。 

     本件使途基準申し合わせ事項が定める「使途基準の運用指針」では、基本指

針として、「調査研究の目的が橿原市政と関連性があること。」、「調査研究活動

に合理性及び必要性があること。」、「支出金額が社会通念上相当と認められる

範囲内であること。」、「政党活動又は選挙活動と混同されるような用途には使

用しないこと。」と規定している。 

     また、本件使途基準申し合わせ事項は、使途基準の共通指針を定め、①「旅

費」の内訳として「交通費、宿泊費、日当」、②「備品」、③「食事代・飲酒代」

の各項目を規定している。「交通費」について、「移動手段は、原則として、公

共交通機関を利用するものとし、交通費の計算は、橿原市の一般職の職員等の

旅費に関する条例の規定を準用します。以下略。」、「タクシー、レンタカー等

の利用は、時間、場所等の事情により公共交通機関が利用できない場合に限り

ます。以下略。」などを、「備品」について、「事務機器等の備品については、

原則として、リース対応とします。」、「事務機器等の備品についてリース対応

できない場合は、購入し、所得税法に基づく減価償却による取扱いとします。

以下略。」等政務活動費が使途されると予想される項目を個々に取上げその使

途内容・方法等を詳細に定めている。 

     さらに、本件使途基準申し合わせ事項は、「政務活動費使途基準の項目別取

扱い指針」を定め、「使途基準」、「支出できるもの」、「支出できないもの」を

明記している。「使途基準」については本条例別表に準拠して定めており、「支

出できるもの」、「支出できないもの」についてのそれぞれの項目の主な内容は、
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次のとおりである。 

   （ア）研究研修費 

     ａ 支出できるもの 

       各種団体の開催する研究会・研修会に参加するための出席者負担金、会

費（研修会等の案内文書を添付）、研究会・研修会に参加するための交通

費、宿泊費等。 

     ｂ 支出できないもの 

       個人の立場で加入している団体の年会費及び会費、調査研究活動と関わ

りが希薄な団体の年会費及び会費など。 

   （イ）調査旅費 

     ａ 支出できるもの 

       視察のための旅費（報告書を添付）、タクシー代（タクシー利用の必要

性が説明でき、乗車区間を記載すること）、視察先への手土産代等（社会

通念上妥当な範囲内）など。 

     ｂ 支出できないもの 

       視察先での飲酒、懇親会等に係る経費。 

   （ウ）資料作成費 

     ａ 支出できるもの 

       資料作成に伴う印刷製本費、資料作成のための事務用品、消耗品等に要

する経費など。 

   （エ）資料購入費 

     ａ 支出できるもの 

       書籍、雑誌、ＣＤ、ＤＶＤ等（添付する領収書には購入した書籍等の名

称を記載し、図書目録に記載すること）など。 

     ｂ 支出できないもの 

       調査研究に適さない図書等、書画・骨董に類するもの、所属政党が発行

する新聞等の購読料、自己啓発的な意味合いのある図書等。 

   （オ）広報広聴費 

     ａ 支出できるもの 

       広聴会・意見交換会開催のための会場借上料、印刷物、資料作成費（印

刷物等には、政務活動費使用と明記し、報告書に添付すること）など。 

     ｂ 支出できないもの 
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       新聞折り込み費、ポスティング委託費、政党活動、後援会活動に要する

経費、飲酒代、食事代など。 

   （カ）事務所費 

     ａ 支出できるもの 

       事務所の賃借料（土地又は建物の賃貸借契約を行っていること。契約状

況を明確にする書類（賃貸借契約書の写し）及び賃貸借料の支払明細書又

はそれに類する書類を添付すること）、維持管理費（光熱水費、電話代、

インターネット回線使用料等）、備品・事務機器等購入代（原則、リース

が好ましい。ただし、リースによることができない場合は、備品台帳に記

載し減価償却による取扱いをする）など。 

     ｂ 支出できないもの 

      事務所が自宅の敷地内にある場合、事務所を居住の用に供している場合、

事務所の土地又は建物が本人若しくは配偶者又は本人の３親等以内の親族所

有のものである場合、後援会事務所・選挙事務所として使用した場合。 

 

 （２）平成２５年度政務活動費の交付事務の確認 

    市長は、本条例第３条第１項及び第４項に基づき、議員に対し、平成２５年度

政務活動費として、平成２５年４月２５日及び同年１０月２５日に各２５０，０

００円の合計５００，０００円を交付した。 

    議員は、本条例第５条第１項及び本規則第５条第１項に基づき、議長に対し、

平成２６年４月１９日に、政務活動費に関する収支報告書に領収書等の証拠書類

の写しを添付して提出した。 

    議員は、本条例第６条第２項に基づき、同年５月２７日及び同月２８日に、政

務活動費残余額を市長に対し、それぞれ返還した。 

    以上のように、平成２５年度政務活動費の交付事務は、本条例及び本規則に従

って適正に執行されたことを確認した。 

 

 （３）政務活動費の返還について 

    本件監査請求における審査の過程で、以下の政務活動費の返還が確認された。 

    Ｈ議員から平成２６年９月１８日に議長に対し、平成２５年度政務活動費収支

報告書の修正についての申出があり、その内容は、同報告書の支出における事務

所費を「４６，４９０円」から「２３，２４５円」に、支出合計額を「１５３，
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５７０円」から「１３０，３２５円」に、残額を「３４６，４３０円」から「３

６９，６７５円」に修正するもので、修正差額「２３，２４５円」を返還すると

いうものであった。 

    Ｋ議員から平成２７年３月１０日に議長に対し、平成２５年度政務活動費収支

報告書の修正についての申出があり、その内容は、同報告書の支出における事務

所費を「６００，０００円」から「３００，０００円」に、支出合計額を「６３

４，８００円」から「３３４，８００円」に、残額を「－１３４，８００円」か

ら「１６５，２００円」に修正するもので、修正差額「１６５，２００円」を返

還するというものであった。 

    Ｌ議員から平成２７年３月２７日に議長に対し、平成２５年度政務活動費収支

報告書の修正についての申出があり、その内容は、同報告書の支出における事務

所費を「１６９，８７８円」から「８４，９３９円」に、支出合計額を「４１３，

９２３円」から「３２８，９８４円」に、残額を「８６，０７７円」から「１７

１，０１６円」に修正するもので、修正差額「８４，９３９円」を返還するとい

うものであった。 

    Ｉ議員から平成２７年４月１４日に議長に対し、平成２５年度政務活動費収支

報告書の修正についての申出があり、その内容は、同報告書の支出における資料

購入費を「３８，９４６円」から「３５，０００円」に、支出合計額を「１０５，

７５６円」から「１０１，８１０円」に、残額を「３９４，２４４円」から「３

９８，１９０円」に修正するもので、修正差額「３，９４６円」を返還するとい

うものであった。 

    当該修正により、Ｈ議員は平成２６年９月２２日に、Ｋ議員は平成２７年３月

１３日に、Ｌ議員は同月３１日に、Ｉ議員は同年４月１５日に、修正差額に遅延

損害金を加算した金額を「平成２５年度政務活動費返還金」として返還した。 

    Ｈ議員に交付された政務活動費のうち事務所費２３，２４５円が収支報告書の

修正により支出から除外されたが、当該事務所費は請求人らが返還を求めるプロ

バイダ料についての２分の１と同一であることが確認された。 

    Ｋ議員に交付された政務活動費のうち事務所費３００，０００円が収支報告書

の修正により支出から除外されたが、当該事務所費は請求人らが返還を求める事

務所賃借料についての２分の１と同一であることが確認された。なお、Ｋ議員の

修正前の支出合計額は６３４，８００円であり、政務活動費の年額５００，００

０円を上回っていた。修正により事務所費３００，０００円を支出から除外した
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結果、支出合計額が５００，０００円を下回ることとなり、交付額５００，００

０円から修正後の支出合計額３３４，８００円を控除した残余額１６５，２００

円を返還していることが確認された。 

    Ｌ議員に交付された政務活動費のうち事務所費８４，９３９円が収支報告書の

修正により支出から除外されたが、当該事務所費は請求人らが返還を求めるコピ

ー機リース料・複合機使用料、パソコン減価償却費についての２分の１と同一で

あることが確認された。 

    Ｉ議員に交付された政務活動費のうち資料購入費３，９４６円が収支報告書の

修正により支出から除外されたが、当該資料購入費は請求人らが返還を求める書

籍購入費と同一であることが確認された。 

 

 ２ 監査委員の判断 

   以上の認定した事実に基づき、下記のとおり判断する。 

 （１）判断の基準について 

    政務活動費は、平成１２年の自治法の改正により会派又は議員に交付すること

が認められた政務調査費を前身の制度とする。この政務調査費の制度趣旨は、地

方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律の施行により、地方公

共団体の自己決定権や自己責任が拡大し、その議会の担う役割がますます重要な

ものとなってきていることにかんがみ、議会の審議能力を強化し、議員の調査研

究活動の基盤の充実を図るため、議会における会派又は議員に対する調査研究の

費用等の助成を制度化し、併せてその使途の透明性を確保しようとしたものであ

ると解される（最高裁判所平成１７年１１月１０日第一小法廷判決同旨）。 

    その後、平成２４年の自治法改正により、従来の調査研究に資する活動では認

められなかった対外的な陳情活動等のための旅費、交通費や会派単位で行う会議

等に要する経費といったものにも使途が活用できるよう、交付目的が「議員の調

査研究その他の活動に資するため」とされ、名称は「政務活動費」とされた。 

    自治法は、政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並びに当該政務活動費

を充てることができる経費の範囲を条例で定める事項としている。 

    この点、本市では、交付の対象、交付額、交付の方法等を本条例（改正前のも

の）で定め、平成１３年４月１日から施行した。さらに、平成２４年の自治法の

改正により、名称が「政務活動費」に改められたことに伴い自治法が条例で定め

るべき事項として追加した「政務活動費を充てることができる経費の範囲」につ
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いては、本条例別表に、前記第３の１（１）イのとおり政務活動費を充てること

ができる経費の項目と範囲を定め、調査研究活動における必要性を明記しており、

これら本条例の規定内容は、自治法が規定した政務活動費の趣旨に則って定めら

れたものと認められる。 

    さらに、議会では、前記第３の１（１）エのとおり、議員間でその使途基準の

詳細等を申し合わせ、本件使途基準申し合わせ事項として取りまとめた。この申

し合わせ事項の内容は、本条例及び本規則に加えて政務活動費の交付を受けた議

員が、自らの責任においてその執行を管理するとともに、政務活動費を充当する

すべての経費について資料等を整理し、個々の議員間で発生する可能性のある政

務活動費の使途の不統一性を回避し、使途を統一することにより市民に対する政

務活動費の使途に関する説明責任を果たす趣旨に基づくものであり、自治法及び

本条例の趣旨に則って定められたものと認められる。 

    したがって、本件監査請求に係るそれぞれの支出が議員の調査研究等の活動に

資するための経費に関する支出か否かについては、本条例及び本件使途基準申し

合わせ事項に照らし合わせて判断すべきものと解する。 

    この点、奈良地方裁判所平成２５年８月２９日判決は、市の議員に交付される

政務調査費は、本規則（改正前のもの）別表に定める各使途基準に合致する、議

員の議会活動の基礎となる調査研究及び調査の委託に要する経費に関してのみ支

出することが許されていると解するべきであって、議会活動の基礎となる調査研

究に関係しない活動に関する経費や経費を支出した行為の客観的な目的や性質に

照らして議員の議会活動の基礎となる調査研究活動との間に合理的関連性が認め

られないものに関する経費は、上記政務調査費として支出することは許されない

と判断した。 

    また、同判決は、ある支出の中に議会活動の基礎となる調査研究等に係る経費

に関する支出と議会活動の基礎となる調査研究に関係しない活動に係る経費等に

関する支出が併存している場合には、その全額を政務調査費に係る支出とするこ

とは許されず、上記調査研究に係る部分とその他の部分を区分可能な場合には上

記調査研究に係る部分のみが政務調査費として支出することができ、また、上記

区分が不可能又は著しく困難な場合には社会通念上相当な割合によって按分した

額のみを政務調査費から支出することができると解するのが相当であるとも判断

した。 

    そして、この判断は、控訴審である大阪高等裁判所平成２６年３月１８日判決
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においても是認され、確定している。 

    上記奈良地方裁判所及び控訴審である大阪高等裁判所の判断は、本件監査請求

とほぼ同様の項目に関する司法判断であり、その判断の枠組みは尊重されるべき

ものと考える。したがって、経費を支出した行為の客観的な目的や性質を本条例

及び本件使途基準申し合わせ事項に照らし合わせて、当該支出行為と議員の議会

活動の基礎となる調査研究活動との間に合理的関連性が認められるかどうかを検

討し、請求人らの主張する支出が政務活動費として違法又は不当なものであるか

を以下において判断する。 

 

 （２）政務調査費の支出の違法性・不当性について 

   ア 研究研修費 

   （ア）Ａ議員が奈良政策研究会会費及び研修に参加するための交通費を政務活動

費から支出していることにつき、検討する。 

      請求人らは、平成２５年度の同研究会の活動履歴により、Ａ議員が政務活

動費から同研究会会費として毎月５，１５７円、年間６１，８８４円を支出

しているが、４回の研修会のうち平成２６年２月２５日開催の研修の行政視

察研修報告書しかなく、他の３回に関しては具体的な研修内容の報告書もな

く不明であり違法・不当であると主張している。 

      同研究会の主催する平成２５年度の研修状況については、平成２５年５月

２６日の奈良県立大学教授 村田武一郎氏による「中南和地域の観光振興に

ついて」の研修の他、同年８月２２日の静岡県御殿場市東富士演習場におけ

る「陸上自衛隊富士総合火力演習視察」の研修、同年１１月２４日の参議院

議員 堀井巌氏による「リニア中央新幹線奈良駅誘致」の研修、平成２６年

２月２５日の奈良県知事 荒井正吾氏による「奈良県政の今後 ～もっと良

くなる奈良県を目指して」の研修がＡ議員の平成２５年度政務活動費収支報

告書の添付書類より認められる。 

      議会事務局が提出した本件監査請求に係る資料によると、前記研修のうち、

５月２６日、１１月２４日に開催の研修会はいずれも橿原市内で行われてお

り、本件使途基準申し合わせ事項における「市内で行う視察等においては、

交通費を経費とすることはできません。」との定めにより政務活動費を充て

ていないが、議長に任意提出している行政視察研修報告書から研修会に参加

していることが確認できた。また、８月２２日の研修会については、議員の
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スケジュールの都合により参加できなかったことが認められた。 

      同研究会は、Ａ議員の平成２５年度政務活動費収支報告書の添付書類によ

ると、「奈良県発展に資する政策提言をとおして、安全、安心な地域づくり」

を進めることを目的に、奈良県内の県議会議員、首長、市町村議会議員等を

会員として平成１６年に設立された団体で、研修会や懇親会の開催、政策提

言のための委員会の開催、会報や出版物の発刊及び配布、関係諸団体との連

携等の事業を行っている。Ａ議員が同研究会の会員となって情報収集や意見

交換を行うことは議員の議会活動に反映・寄与するための政務調査活動であ

ると認められ、また、研修事項の選択については基本的に議員の判断に委ね

られるべきものであり、研修の不参加をもって直ちに不当ということはでき

ない。 

      したがって、同研究会会費を政務活動費から支出することは、本条例及び

本件使途基準申し合わせ事項に反していないから違法・不当であると認める

ことはできない。 

      よって、請求人らの主張には、理由がない。 

 

   （イ）請求人らは、Ａ議員が平成２６年２月２５日の「奈良県政の今後～もっと

よくなる奈良県を目指して」の研修に参加しているが、一般質問もされず議

会で結果も出していないとして、この研修は政務活動に資する支出といえず

違法・不当であると主張している。 

      同研修は、春日ホテル（奈良市）において行われ、Ａ議員は研修に参加す

るための交通費として８６０円を政務活動費から支出していることが認めら

れる。同研修は奈良県知事の講演による奈良県政全般にわたるものであり、

研修への参加は、奈良県内の基礎自治体である橿原市の議員の調査研究活動

として合理性があると認めることができる。 

      また、研修等による政務調査は中長期的視点にわたって行われることも多

く、同研修について、橿原市政に関する議会での一般質問がなされていない

ことをもって、橿原市政との関連性が欠如しているとはいえない。 

      したがって、同研修に参加するための交通費を政務活動費から支出するこ

とは、本条例及び本件使途基準申し合わせ事項に反していないから、違法・

不当であると認めることはできない。 

      よって、請求人らの主張には、理由がない。 
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   イ 調査旅費 

     請求人らは、平成２５年７月２５日から同月２６日に、本件対象の４名の各

議員を含む７名の議員が島根県大田市と出雲市で行った視察研修について、同

行した一部の議員らの旅費が政務活動費から支出されていないことから、同行

議員全員の調査旅費が政務活動費から支出されなければ政務活動ではなく観光

旅行であるとし、本件対象の４名の各議員に対する旅費の支出は政務調査に資

する支出といえず違法・不当であると主張している。 

     まず、本件視察研修が政務活動か否かについて検討する。 

     本件対象の４名の各議員が提出した行政視察研修報告書等によれば、各議員

らは行政視察研修として、「世界遺産登録「石見銀山」について」の研修を平

成２５年７月２５日に島根県大田市で行い、「出雲市観光基本計画」の研修を

同月２６日に同県出雲市で行い、各市役所で各担当職員から詳細な説明を受け

ていることが確認できる。 

     「世界文化遺産登録の推進」や「観光客誘致の推進」については、本市の総

合的なまちづくりの指針である「橿原市第３次総合計画」にも掲げられており、

島根県大田市において「世界遺産「石見銀山」について」、出雲市において

「出雲市観光基本計画について」調査することは、いずれも橿原市政との関連

性を認めることができる。 

     つぎに、行政視察研修を行った議員全員が、政務活動費から視察研修に係る

旅費を支出しないと政務活動費を充てることができないかについて検討する。

自治法第１００条第１４項は、政務活動費について、議員の調査研究その他の

活動に資するため必要な経費の一部として、議員に対し、政務活動費を交付す

ることができると規定している。しかしながら、各議員が行う調査研究その他

の活動に対し、政務活動費を充てるか充てないかについては、基本的に各議員

の裁量に委ねられるものであり、同行議員全員の調査旅費が政務活動費から支

出されなければ政務活動ではなく観光旅行であるということはできない。 

     したがって、本件視察研修のための調査旅費を政務活動費から支出すること

は、本条例及び本件使途基準申し合わせ事項に反していないから、違法・不当

であると認めることはできない。 

     よって、請求人らの主張には、理由がない。 
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   ウ 資料作成費 

     本条例別表は、資料作成費の使途基準について「調査研究活動のために必要

な資料の作成に要する経費」と定めて、調査研究活動における必要性を明記し

ている。 

     請求人らは、Ｄ議員がカラー用紙等を１箱ずつ購入しているが、大量のカラ

ー用紙を使用して何についての資料を作成したのか議会でも示されず不明であ

り、政務活動に資する支出といえず違法・不当であると主張している。 

     議会事務局が提出した本件監査請求に係る資料によると、Ｄ議員は購入した

カラー用紙で、より見易い資料を作成するために、色区分の見出しと色ごと区

分けした一般質問や調査等の資料作成に使用している。 

     一般質問や調査等の資料は、市政に関する調査研究を行う上で必要な資料で

あるということができ、Ｄ議員が、コピー用紙等を調査研究活動以外の活動に

利用しているというべき事情も見当たらない。 

     本件使途基準申し合わせ事項では資料作成費を支出できるものとして、資料

作成のための事務用品、消耗品等に要する経費を認めている。また、本件使途

基準申し合わせ事項には消耗品の購入に係る数量等の基準は定められていない。 

     したがって、カラー用紙等の購入費用は、使途基準に含まれると認められ、

本条例及び本件使途基準申し合わせ事項に反していないから、違法・不当であ

るとは認められない。 

     よって、請求人らの主張には、理由がない。 

 

   エ 資料購入費 

     本条例別表は、資料購入費の使途基準について「調査研究活動のために必要

な図書、資料等の購入に要する経費」と定めて、調査研究活動における必要性

を明記している。 

   （ア）請求人らは、Ｇ議員、Ｃ議員、Ｄ議員がゼンリン住宅地図を、橿原市の地

形や道路などが大きく変更されることもないのに３年間購入し続けており、

ビラ配りなどの政務調査活動以外の議員活動にも使用されるから、上記支出

の２分の１は政務活動に資する支出といえず違法・不当であると主張してい

る。 

      議会事務局が提出した本件監査請求に係る資料によると、各議員が上記住

宅地図を３年間購入し続けている理由は、橿原市では、住宅地の開発や新た
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な県道の計画などにより、街の姿が毎年変化しつづけており、住宅地図にも

反映されているためであり、上記住宅地図は、住宅や建物の場所の確認、ま

た、道路や河川、施設など地域の状況を把握するために有用なものであり、

現地調査資料として利用されている。橿原市内の地図は橿原市の市政に関す

る調査研究を行う上で必要な資料であると考えられるから、上記住宅地図は

議員の行う調査研究活動のために必要な資料であるということができる。ま

た、各議員が、上記住宅地図をビラ配りなどの政務調査活動以外の活動に利

用しているというべき事情も見当たらない。なお、上記住宅地図の購入に係

る支出については、平成２２年度における政務調査費の奈良地裁及び大阪高

裁並びに平成２３年度における政務調査費の奈良地裁において、いずれも議

員の行う調査研究活動のために必要な資料に当たると解するのが相当であり、

調査活動以外の議員活動に利用されたことをうかがわせる事情も認められな

いから、全額が使途基準に反した違法な支出とはいえないと判断されている。 

      したがって、上記住宅地図の購入費用は、その全額が使途基準に含まれる

と認められ、本条例及び本件使途基準申し合わせ事項に反していないから、

違法・不当であるとは認められない。 

      よって、請求人らの主張には、理由がない。 

 

   （イ）請求人らは、Ｈ議員が購入した書籍「プログラミング入門」、Ｉ議員が購

入した書籍「新版 あいさつスピーチ全集」、Ｃ議員が購入した書籍「神話

を訪ねて」は、いずれも市政との関連がなく政務活動に資する支出といえず

違法・不当であると主張している。 

      議会事務局が提出した本件監査請求に係る資料によると、「プログラミン

グ入門」は、平成２５年８月１２日、東京都三鷹市の行政視察「ＳＯＨＯお

よび新事業育成によるまちづくり」の中で紹介された書籍であることが、

「神話を訪ねて」は、平成２５年７月２６日、島根県出雲市への行政視察前

に、出雲市は神話の国として観光振興を進めており、神話から観光の広報Ｐ

Ｒすることを考え、これらの実施に向けて議会活動をするには、その基礎と

なる神話の内容に関する知識を得るための書籍であることが認められ、この

ような内容が市政と関連を有しないとはいうことはできない。 

      したがって、「プログラミング入門」及び「神話を訪ねて」の購入費用は、

その全額が使途基準に含まれると認めら、本条例及び本件使途基準申し合わ
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せ事項に反していないから、違法・不当であるとは認められない。 

      よって、請求人らの主張には、理由がない。 

      なお、請求人らが違法・不当であると主張しているＩ議員の書籍購入費に

ついては、前記第３の１（３）に記載のとおり、Ｉ議員からの収支報告書の

修正により、市に返還されたため、請求人らが主張する市の被った損害を補

填するための措置を講ずる必要はなくなった。 

 

   オ 広報広聴費 

   （ア）請求人らは、Ｊ議員が平成２５年９月１３日付けで資料コピー代として添

付している１２，０００円の領収証には「シンポジウム前日になって中学校

名を削除した資料の差し替えを行ったため印刷に発注したものとは別に経費

が発生した。」と手書きされ、資料差替えのコピー代は議員の不注意による

支出であり、本来発生するものではないことから、全額が政務活動に資する

支出とはいえず違法・不当であると主張している。 

      本条例別表は、広報広聴費の使途基準について、「議員が住民からの市政

又は会派の政策等に対する要望、意見等を徴するための文書の作成、送付等

及び会議等に要する経費並びに当該要望、意見等を受け付けるためのホーム

ページ等の作成及びその維持管理等に要する経費」と定めて、調査研究活動

における必要性を明記している。Ｊ議員が議長に提出した広聴会・意見交換

会等報告書によれば、平成２５年９月１４日に開催された前記シンポジウム

は、「奈良県の教育を考える」と題して、主として小・中学校現場でのいじ

めの実状と対策について、寄せられた質問や意見、会場からの声をぶつけあ

い、いじめ防止条例などの対策についても協議したものであることが認めら

れる。 

      議会事務局が提出した本件監査請求に係る資料によると、Ｊ議員は当初、

前記シンポジウム資料を作成するため、市教育委員会に対し、情報公開請求

により資料を取得し、その取得した資料は学校名を隠すことなく公開され、

その資料の使い方に特に指示はなかった。Ｊ議員が資料を作成した後に、市

教育委員会から連絡があり、県教育委員会と市教育委員会が相談した結果、

学校名の公開を遠慮してほしいとのことであったため、Ｊ議員は、不特定多

数の方が来場される会場で直接配布する学校名を伏せた資料を作成した。ま

た、事前に作成した学校名の入った資料についても、会の終了後に個別に話
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合いに来られて、特に希望のあった市民の方に「拡散には注意が必要」と申

し添えた上で手渡した。以上のように２種類の資料ができあがったが、当時

の状況に鑑みて、学校現場に混乱が増えないようにという市教育委員会の方

針に同調して、学校名を伏せた資料を作成したもので、市教育委員会に対し

ての配慮により２種類の資料が発生したものである。 

      したがって、シンポジウムの資料作成費は、使途基準に含まれると認めら

れ、本条例及び本件使途基準申し合わせ事項に反していないから、違法・不

当であるとは認められない。 

      よって、請求人らの主張には、理由がない。 

 

   （イ）請求人らはＪ議員が平成２５年９月１４日付けで吊看板の代金として２９，

９００円の領収証を添付しているが、この領収証及び請求書には宛名がなく、

真正とはいえない領収証で政務活動に資する支出とはいえず違法・不当であ

ると主張している。 

      一般的に、領収書は宛名が空欄のものは支出の証拠書類としては受容しが

たいが、領収書の体裁面での誤りについては、発行者側が原因となるものも

含まれることを考慮すると、宛名が空欄であったとしても直ちに上記領収書

をもって不適切な支出であるとまではいえない。また、議会からの提出資料

や日付及び発行者等から支払の事実が確認され、支出事由は前記の「奈良県

の教育を考える」シンポジウムにおいて支出された経費であり、前記のとお

り、本条例別表が定める広報広聴費の使途基準の範囲を逸脱していないこと

から、単にこれをもって、違法又は不当な支出であるということは認められ

ない。なお、Ｊ議員からは、平成２７年４月３日に、宛名が明記された領収

書の再発行があり、収支報告書の領収書等の書類が差し替えされた。 

      よって、請求人らの主張には理由がない。 

 

   カ 事務所費 

     請求人らが違法・不当であると主張している各議員の事務所費については、

前記第３の１（３）に記載のとおり、各議員からの収支報告書の修正により、

市に返還された。収支報告書の修正内容については、問題となる点は認められ

なかった。 

     よって、事務所費については、請求人らが主張する市の被った損害を補填す
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るための措置を講ずる必要はなくなった。 

 

    以上のとおり本件監査請求における各議員による政務活動費の支出は、本条例

における政務活動費の交付の趣旨及び本件使途基準申し合わせ事項に基づいて行

われていると認めることができ、違法・不当な支出に該当しない。 

 

    よって、市長から政務活動費の交付を受けた各議員に対する不当利得返還請求

権は発生していない。 

 

 

（付記） 

    本市においては、再三にわたり議員の政務活動費（政務調査費）に係る住民監

査請求があり、その後住民訴訟が提起されている。そして、平成２２年度の政務

調査費に係る住民訴訟について、大阪高等裁判所の判決が確定したことは本論中

に述べたとおりである。この点、議会が、平成２７年３月２６日開催の議会改革

特別委員会において、司法判断を踏まえて本件使途基準申し合わせ事項を修正し、

かつ使途基準に関して「年１回は検討する」ことを決定したことは評価できる。

今後も政務活動費の使途の適正化と透明性を高める努力を継続することを要望す

る。 

    また、実際の政務活動費の支出において、各議員は、本条例及び本件使途基準

申し合わせ事項の規定に照らし、市民から調査研究活動の必要性、合理性に疑問

を持たれることのない支出に努められたい。 

 

 

 ※ 別紙一覧表は省略します。 


